






業規制条例（２６条例）の総点検





◆庁内検討（９月～１月）


　２６条例について所管部局による自主点検 ＋ 点検を踏まえた庁内協議


◆府民意見の聴取（１２月）


・府民サービスとの関連が密接な規制を含む７条例（★印）について


・個々の規制が今日の社会状況に鑑み妥当かどうか、府民感覚から意見を頂いた


（メンバー）全大阪消費者団体連絡会（１名）、なにわの消費者団体連絡会（１名）、


(社)大阪エイフボランタリーネットワーク（２名）


※別途、パブリックコメントを実施している条例あり











◆改正を要する７条例 ⇒ ２月議会に提案


◆その他の条例についても継続的に検討し、


必要があればその都度、議会に提案


※今後、４年ごと（２５年度）に規制条例の総点検


を実施（昨年度にルール化）














◆点検の視点


・規制の内容が今日の社会状況に合っていないものはないか


・規制を緩和することにより事業者や府民の負担軽減が図られるものはないか


・規制を見直さないことについて府民に説明責任が果たせるか





・「耳掃除等のサービスは、客の意思を確認すれば行ってもよい」


・「理美容師は、手を洗えば十分きれいになるので、消毒液を必ず使用しなくてもよい」


・「公衆浴場の浴槽水の水質などはきちんと規制してほしい」


・「蜜蜂の飼育場所の距離規制(人の集合場所等から20ｍ以上)は必要」　　等々





点 検 結 果





■ 今回の点検とは異なる観点から改正する条例 【２条例】


�
主な改正内容�
�
11　青少年健全育成条例�
・有害図書類の区分陳列違反に対する公表制度の創設等


・携帯電話のフィルタリング解除時の保護者の署名の義務づけ等


・「子どもの性的虐待の記録」を単純所持しない等の努力義務�
�
12　遊泳場条例　★�
・喫煙禁止規定を追加�
�



■ 点検の結果、直ちに改正を要する規制のない条例 【１４条例】


�
条例の性質�
�
13　みつばちの飼育の規制に関する条例　★�
�
�
14　と畜場法施行条例�
もっぱら、業に関わる設備などの技術的な基準を定めた条例�
�
15　ふぐ販売営業等の規制に関する条例�
�
�
16　墓地、埋葬等に関する法律施行条例�
�
�
17　産汚物等取締条例�
�
�
18　浄化槽保守点検業者の登録に関する条例�
�
�
19　特設水道条例�
�
�
20　地方卸売市場条例�
�
�
21　行商人の押売防止に関する条例�
警察による取締規制であって、迷惑防止や風俗環境の保持を目的とする条例�
�
22　金属くず営業条例�
�
�
23　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例�
�
�
24　酒類提供等営業に係る不当な勧誘及び料金の不当な取立ての防止に関する条例�
�
�
25　電話異性紹介営業に係る利用カードの販売等の規制に関する条例�
�
�
26　特殊風俗あっせん事業の規制に関する条例�
�
�






改正を要する条例 【７条例】


�
主な改正内容�
改正理由等�
�
１　理容師法施行条例　★�
・客の耳そり、耳掃除、鼻毛そりの禁止規定を削除


・手指の消毒方法の見直し�
利用者の意向に委ねる


消毒液の使用「必ず」→「必要に応じ」�
�
２　美容師法施行条例　★�
・手指の消毒方法の見直し


・面積基準(13㎡以上)の例外規定にまつ毛エクステンション等を追加�
消毒液の使用「必ず」→「必要に応じ」


新しいサービス形態を考慮�
�
３　旅館業法施行条例　★�
・ホテル営業における中央暖房設備の必置規定を削除


・簡易宿所営業における階層式寝台の段数規制(２段)を削除�
個別空調が普及


落下防止設備等により安全は担保される�
�
４　公衆浴場法施行条例　★�
・屋外浴槽の場合は洗い場を設けてはならない旨の規定を削除





・水質検査をろ過系統ごとに義務付け�
体温低下の防止を目的とするが、


利用者の自己責任に委ねる


行政指導の内容を明文化�
�
５　興行場法施行条例　★�
・観覧場と食堂等との隔壁による区画、休憩時間(興行時間2時間30分ごとに10分以上)を削除


・入場者のたん・つばを吐く等の行為をやめさせる努力義務規定を削除�
空気環境の管理の基準(第12条)で十分





法律の入場者の責務規定で対応可能�
�
６　クリーニング業法施行条例�
・設備の消毒頻度の見直し�
月１回以上から適宜消毒へ�
�
７　食品衛生法施行条例�
・集乳業者に対する取扱量に係る府への報告義務規定を削除�
法律により記録・保存・提供を義務付け�
�



国に対し法律や制度の抜本的な見直しを求める条例 【３条例】


�
要望内容�
�
８　認定こども園の認定の基準に関する条例�
・認定基準のもととなる保育所最低基準の参酌基準化〔特区申請中〕


（なお、継続審議中の地域主権改革推進法案では、大部分は従うべき基準として府県条例へ委任される見込み）�
�
９　食の安全安心推進条例�
・事業者の自主回収の報告に関する全国一元的な制度の創設〔要望中〕


（現行では、条例で報告義務を課している各自治体に報告しなければならない）�
�
10 化製場等に関する法律施行条例�
・化製場法の全面改正又は廃止〔今後要望〕


（現在は環境関連法等が整備されており、衛生上の規制が可能であるため）�
�









